
	 3	 	需給ギャップの縮小と潜在成長率向上への課題

以上で、景気回復の持続性について確認したが、ここではデフレ脱却・経済再生及び中長期
的な成長力という観点から、GDPギャップと潜在成長率の動向について概観した上で、潜在
成長率引上げに向けた課題について述べる。

●GDPギャップは、プラスに転じる
GDPギャップは、一国全体の財・サービス市場において、総需要（＝実際のGDP）と、景

気循環の影響を均してみた平均的な供給力（＝潜在GDP）の乖離率として計算され、需給
ギャップとも呼ばれている10。経済全体の需要と供給の過不足を示す指標であることから、そ
の動向は、景気判断の参考指標として用いられると同時に、後述するように、物価の先行きを
予測するための指標としても用いられており、デフレ脱却・経済再生の観点からも重要な指標
である。

GDPギャップの長期的な推移をみると、おおむね景気拡張期にプラス方向、景気後退期に
マイナス方向へと推移している（第1－1－14図）。今回の景気回復局面においても、消費税
率引上げ時や、2015年半ば以降の新興国経済の減速時等に変動したものの、総じてGDPギャッ
プは縮小しており、2017年以降においては、プラス傾向が続いている。

第1－1－14図　GDPギャップの動向
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（備考）１．内閣府「2016年度国民経済計算年次推計」、「固定資本ストック速報」等により作成。

２．シャドー部分は、景気後退期。
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（10）	吉田（2017）、川本他（2017）。注
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●潜在成長率の低下傾向は最近改善
このようにGDPギャップがプラスに転じる中、中長期的な成長という観点からは、潜在成

長率を高めていくことが重要な課題となっている。
内閣府で推計している潜在成長率について、データの入手可能な第10循環（1983年3月－

1985年6月）以降の動向をみると、バブル期にあたる1990年頃までは、4％台で推移していた
が、バブル崩壊以降、1％台に大きく低下した（第1－1－15図）。この背景には、①バブル期
の大幅な投資によって積み上がった資本ストックの過剰が意識されるようになり、資本投入の
伸びの寄与が低下したこと、②労働時間の短縮や生産年齢人口の伸びの低下もあり、労働投入
の伸びの寄与が大きく低下したこと、③ICT資本の利活用の遅れや設備の老朽化等により、全
要素生産性の伸びが低下したこと11がある。こうした潜在成長率の低下傾向は、2000年代にお
いても、デフレ・マインドが定着し設備投資が伸び悩むなど資本投入の伸びが鈍化することや、
生産年齢人口が減少を続け労働投入が減少する中で継続した。他方、2012年末から始まる今回
の景気回復局面においては、潜在成長率が上昇に転じている。この背景には、保育の受け皿拡
大や高齢者雇用の促進などの各種政策の効果もあって、女性や高齢者の労働参加が増加したこ
と等により、少子高齢化に伴う人口減少の中で就業者数が増加し、長期的に潜在成長率を下押
ししていた労働投入要因がプラス寄与に転じたことが挙げられる。今後は、全要素生産性を高
めるためにも、一人ひとりの人材の質を高める「人づくり革命」や成長戦略の核となる「生産
性革命」などの推進により、潜在成長率をさらに引き上げていくことが重要な課題である。

第1－1－15図　潜在成長率の動向
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（備考）１．内閣府「2016年度国民経済計算年次推計」、「固定資本ストック速報」等により作成。
２．GDPギャップとは、総需要（＝実際のGDP）が、平均的な供給力（潜在GDP）からどれくらい乖離してい
るかを示す。
GDPギャップ＝（実際のGDP－潜在GDP）／潜在GDP

３．GDPギャップ及び潜在成長率については、前提となるデータや推計方法によって結果が大きく異なるため、
相当の幅をもってみる必要がある。
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（11）	内閣府（2015）注
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●潜在成長率向上に向けた課題
少子高齢化が進む中で、人手不足に対処しつつ、持続的な成長を実現するためにはサプライ

サイドを抜本的に強化し、潜在成長率を引き上げていくことが必要である。人生100年時代を
見据え、一人ひとりの人材の質を高める人づくりを進めるとともに、AI、IoT、ロボットなど
第4次産業革命の社会実装を進め、人口減少・高齢化、エネルギー・環境制約など、様々な社
会課題を解決できる「Society 5.0」の実現を進めていくことが重要である。

人づくりについては、学び直しを促進することで、技術革新に対応した人材を増やすととも
に、年齢にかかわらず全ての人が元気に活躍し続けることができる社会を実現することが必要
である。また、新技術を活用して、時間や場所によらず、女性や高齢者を含めあらゆる人々が
働きやすい多様な働き方を実現していくことが重要である。
「Society 5.0」の実現に向けては、第4次産業革命が進む中で日本経済の競争力を高め、新

技術の社会実装を進めるため、知識・技術面を強化するだけでなく、新技術に適応した組織面
の対応や起業の活性化などの課題解決も不可欠である（「人づくり」や「Society 5.0」につい
ては、第2章、第3章でみていく）。

第2節 　 景気回復の進展と経済再生に向けた進捗

我が国経済は長期にわたる景気回復を続けており、企業収益は過去最高を更新し、就業者数も
大幅に増加するなど雇用・所得環境は改善を続け、消費も持ち直しが続いている。ただし、家計
部門では、所得の伸びと比べると消費はやや力強さに欠ける面があり、年齢別でも若年層で消費
性向が低下する傾向がみられている。また、企業部門では、収益が大幅に改善し、設備投資にも
前向きな動きがみられるが、人手不足への対応が大きな課題となっている。

本節では、家計部門、企業部門ごとにそれぞれの回復状況の特徴を詳しく考察し、その特徴
及び持続性について検証する。またデフレ脱却・経済再生に向けた動きは着実に進展している
が、物価動向を見るといまだデフレ脱却には至っていない。こうした物価動向の背景を詳しく
分析することで、今後の課題について検証していく。

	 1	 	家計部門の動向

ここでは、個人消費の動向について、最近の持ち直しの背景にある雇用・所得環境の変化や
財・サービス別の動向を詳しく分析し消費回復の持続性について検証するとともに、やや中期
的な観点から、高齢化の進展や共働き世帯の増加などが消費構造にどのような影響を与えてい
るかについて確認する。
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